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第1章 本 研 究 の 目 的 お よ び 方 法 
 
第 1 節 本研究の目的と背景 
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また、平成 11 年 2 月には、（株）つくば研究支援センターの事業として、『つくば技術 
シーズ解説集』が刊行され、総合リエゾン研究アスペクトおよびリエゾン推進室はこの事


























































よって技術を移転しようとする方式のほうが、より効果的であることが予測できる。    
 

























































度であるが、本年度茨城県から委嘱されている 266 名のうち 30 名が技術士と重複してい
るためにそれらを除外した残り 236 名に調査票を郵送し、104 名から回答を得た。（回答
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第2章 大学の技術シーズ移転型技術移転システム 
 
第 1 節 筑波大学の研究・技術シーズ集の作成 
 






医療大学・高エネルギー加速器研究機構の 5機関の研究者約 1,950 名をを対象にしたシー
ズ調査を実施し、182 件の研究・技術シーズの提案を受けて、作成したものである。この
シーズ集は、平成 12 年 3 月に（株）筑波リエゾン研究所によって刊行されている。 
 この 182 件の研究・技術シーズのうち、70 件については、詳細な内容が、「研究技術概
要」と「産業技術可能性（応用可能性）」の二つに分けて紹介されている。今回技術評価の
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第２節 筑波大学の研究・技術シーズの技術評価 
 
１ 第 1 次技術評価 
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平成 12 年９月 
 
筑波大学の技術シーズに係る技術移転可能性調査について 
（平成 12 年度茨城県未来産業プロジェクト技術移転可能性調査） 
 
 
                  筑波大学先端学際領域研究センター 

























性が高い技術シーズを 10 件程度選別し、この 10 件程度について、技術の専門家
による技術評価、市場における流通可能性等の調査を行う。     
 
２） 技術評価等に関する情報を付加した技術シーズの企業への移転を図るために、企












   
１） 筑波大学の技術シーズについては、『SEEDS ’99 研究・技術シーズ集』（平成 12
年 3 月（株）筑波リエゾン研究所編集・発行）に掲載されているシーズを主たる
対象として調査を実施する。 
   
２） 具体的には、本調査研究は次の二つの作業内容からなる。 












ｂ  当該産業技術の想定される用途、既存の技術に対する優位性 
ｃ  当該分野において技術、生活、環境等に与えるインパクトの
度合い、技術や製品・サービスとしての将来の発展可能性 
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            ⅰ）各シーズに上記技術評価等の結果に基づく情報を付加すること
によって移転の可能性のある企業を探索し、個別企業への積極
的な技術移転を図るよう努力する。 
















  4,400 千円 
＠440 千円×10 シーズ＝4,400 千円 
【440 千円の内訳】 
主任評価員に対する謝金 
＠4,100 円×8 時間×7 日＝230 千円 
技術評価の詳細調査協力者に対する謝金 
＠4,100 円×4 時間×3 人＝49 千円 
市場調査の協力者に対する謝金 
＠4,100 円×4 時間×2 人＝33 千円 
資料整理賃金 
＠880 円×8 時間×6 日＝42 千円 
交通費   34 千円 
通信費   20 千円 
消耗品等  11 千円 
小計    419 千円 
消費税   21 千円 
合計    440 千円  
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（２） 技術評価等調査結果の情報を付加した技術シーズの企業への積極的な移転とそれに伴
う課題等に関する調査（移転可能性調査）経費      
 1,400 千円 
     主任調査員の謝金 
     ＠4,100 円×8 時間×24 日＝787 千円 
     資料整理賃金 
     ＠860 円×7 時間×20 日×2 ヶ月＝241 千円 
     交通費    80 千円 
     通信費    20 千円 
     印刷費 
     ＠1,000 円×200 部＝200 千円 
     消耗品等    5 千円 
     小計     1,333 千円 
     消費税     67 千円 
     合計    1.400 千円 
 
 






















70 件のシーズを対象に第 1次調査を実施して、10 件余りのシーズを選別した。つづいて、










































































シーズ集ページ                 テ  ー  マ                  ページ 判定結果 
＜生化学関連＞ 
 ２  光合成細胞大量培養のための立体型フォトバイオ １  
  リアクターの開発 
 ６ 非線型・非定常確率過程解析の痴呆診断への応用 ３ 
 ９ トランスジェニックマウスの作製、遺伝子改変マ ５ ◎ 
  ウスの作製 
 １３ 動物細胞の高密度培養法とバイオ人工臓器の開発 ７ 
 
＜化学・プロセス関連＞ 
 ２２ オゾンを用いたグリーン燃料（バイオディーゼル ９ ◎ 
  油）製造プロセスの研究開発 
 ８４－３ 電気分解を用いた高速浮上および沈降分離の排水 11 ◎ 
  処理への応用 
 
＜機械・情報・ソフト関連＞ 
 ３１ 有限要素法を用いたリンク機構の並列制御法の開 13  
  発 
 ３２ 破断を考慮した地震崩壊解析システムの開発 15 ◎ 
 ３３ 超高効率半導体太陽電池材料の開発 17 
 ３５ 圧電アクチュエータに関する研究 19 
 ４１ レーザー励起ＥＵＶ光源 21 
 ４７ ＦＰＧＡ（再構成可能な集積回路）を用いた超高 23  ◎ 
  速パターン認識集積回路の開発 








 - 17 -








































評価項目 ランク 具体的評価基準 
性能優位性 A 現行技術に比べ著しく優れている。 
 例：a.他の方法では得られない優れた特性が得られる。 
   b.原理的に著しく高い性能が期待できる。 
    c.現行技術では避けられない弊害を、原理的に避けるこ 
    とができる。 




     することが予想される。 
   b.高い性能が期待できる。 
   c.性能は同程度であるが、弊害が少ない。 
    d.性能は同程度であるが、使い易い(条件幅が広い、イ 




    される。 




     随も予想される。 
   b.現行技術並の性能が期待できない。 
(その２)  
評価項目 ランク 具体的評価基準 
コスト優位性 A 現行技術に比べ、著しいコストダウンが期待できる。 
 例：a.著しく安価な原料を使用できる。 
   b.使用上の付帯コスト(メンテナンスコスト、使用設備コス
トなど)を大幅に軽減できる。 
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   b.使用上の付帯コスト(メンテナンスコスト、使用設備コス
トなど)を削減できる。 




   b.現行技術並か僅かなコストアップが予想される。    
D 現行技術に比べコストアップが予想される。 
 例：a.高価または希少な原料を使用する。 
   b.製造工程が長い。 
   c.原理的に高い収率が期待できない。 










   
(その3)  
評価項目 ランク 具体的評価基準 
研究・開発の完成度 A 完成、あるいはほとんど完成している。 
 例：a.直ちに事業家できる。 




   b.新ニーズにマッチさせて応用段階に入れる。 
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    c．ニーズ探索研究によって完成される。 
C 基礎的部分の補填が必要である。 
 例：a.再現性確認を含む基本的現象あるいは技術の確認。 
   b.発送の新規性と性能上の新規性との関係の検証。 




評価項目 ランク 具体的評価基準 
製造・加工容易性 A 現行技術に比べ、製造・加工が著しく容易である。 
 例：a.基本的な製造・加工技術が確立されており、工程も 
    短い。 




   b.基本的な製造・加工技術が確立していないが、工 
    程短縮が期待される。 
C 現行技術に比べ、製造・加工が難しい。 
 例：a.基本的な製造・加工技術が確立されていない。 
   b.基本的な製造加工技術は確立されているが、工程 
    が長い。 
例：a.製造・加工技術の開発に長期間を要する。 
   
(その5)   
評価項目 ランク 具体的評価基準  
市場価値性 A 市場価値が極めて高い。 
 例：a.市場のニーズが極めて大きい。 
   b.代替技術がないか、あっても著しく性能が優れている。




   b.優れた特徴があるが用途が限られる。 








   b.市場が極めて限られる。 
   c.具体的な用途が見当たらない。 
      
(その６)  
評価項目 ランク 具体的評価基準 
製品安全性 A 安全上のリスクを有しない。 
 例：a.人体に有害な物質を含まない。  
   b.人体に有害な物質、電磁波、放射線を発生しない。  





    を含まない。 
   b.高電圧または大電流を使用しない。 
   ｃ．法で定める安全性試験によって評価する。 
C 使用、取り扱い、貯蔵に特別の資格を必要とする。 
 例：a.高圧ガスを使用する。 




    を含む。 
   b.人体に有害な微生物、ウイルスを含む。 
   c.使用、取り扱い、貯蔵に厳重な安全対策を要する。 
      
(その７)  
評価項目 ランク 具体的評価基準 




 例：a.生分解性を有する。  
   b.再利用可能である。  





 例:a．生分解性が無く、廃棄に焼却処理を要する。  
    b．環境へのダメージを軽減する。 
   ｃ．開発段階で解決できる可能性が高い。 
   ｄ．製品化されても廃棄物は少量である。 
   ｅ．法令が定める範囲に限定した開発を行う。 
C 環境にダメージを与える恐れがある。 
 例：a.特別の処理・対策を要する廃棄物、臭気、騒音などを 
    発生する。 




   b.再利用できない廃棄物を大量に発生する。 
     c.環境にダメージを与える恐れのある微生物、ウイルスを
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（２）詳細調査の結果 
 これまで述べてきたように、筑波大学の研究・技術シーズの技術評価に関しては、旭化
成アミダス（株）により、第 1 次調査によって選定された 13 件のシーズについて、前項
に示された各評価項目および評価基準にしたがい、詳細調査が実施された。 
  表２－３は、第 2 次調査の結果を概括したものである。また、13 件のシーズについての
個別の技術評価結果は、巻末に掲載している。これらの 13 件、特に今後事業展開するべ































１ 検討経緯  
・「’９９研究・技術シーズ集」には、全部で 70 件の先端的技術・研究テーマが取り上げ
られ、その分野は 
   １）生物・医学・薬学・農学分野（16 件） 
   ２）化学・環境分野（6 件） 
   ３）物理・機械分野（30 件） 






 Ｉ．生化学関連チーム：１）および２）の一部を担当 （20 件） 
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 1998 年度には、総収入 1 億 4,900 万マルク（約 110 億円）をあげているが、1 センター






  表３－１ シュタインバイス財団による開発成果事例 
   ・鋳造金型の熱解析（金型の温度・時間の測定） 
   ・鋳造部品の破損検査技術 
   ・センサー応用ロボット溶接 
   ・センサー応用レーザー工具の開発 
   ・工具製造を CIM 化するためのポストプロセッサーの開発  
   ・プラスチック製メガネフレームの品質検査 
   ・ひざ関節の診断並びに手術方法の開発 
   ・贈り物用リボン自動結び機  
   ・カンナかけ機械の磨耗を監視するセンサーシステム 
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  表３－２ シュタインバイス財団の日本での実績（累計 60 社） 
   ・マルチガスセンサー（中堅化学メーカー） 
   ・日本酒濃度の製造工程中の計測器の開発（中小酒造メーカー） 
   ・非接触検査装置の技術・市場性評価（ベンチャー企業） 
   ・新しい画像表示部の試作（大手メーカー） 
   ・廃棄物処理技術の欧州からの導入（中堅メーカー） 
   ・減菌機能を持つ成分の生成方法の評価（中堅メーカー） 
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そのための一つの方法として、平成 13 年 2 月からは、茨城県内の研究開発活動の支援
施設である（株）つくば研究支援センター内に、同センターの協力を得て、筑波大学研究
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筑波大学 TARA センター 
（ 財 ） 国 際 科 学 振 興 財 団 
（株）筑波リエゾン研究所 
関東エリア産学連携大学連合について 















































































   
企業の        企業の        企業の  








企業ニーズを                    企業ニーズを      
共同で発掘                       共同で発掘  
 
           企業ニーズを  
         共同で発掘  
                企業   企業ニーズを  
               ニーズを   共同で発掘  










連 合 大 学  
  
（社）ニュービジネ
ス協議会  新 産 業 人  






コーディネータ  コーディネータ  
連 合 大 学  
コーディネータ  

















































  事務局である、TARA センター・リエゾン推進室、（財）国際科学振興財団および（株）筑波リエゾン研究所が、
常陽銀行、都民銀行、（社）ニュービジネス協議会、新産業人会議、茨城県工業技術センターおよび茨城県の総合
相談窓口が設置される（財）茨城県中小企業振興公社等と連携・協力して、大学等での研究・技術シーズに基づく
研究にふさわしい企業ニーズの調査・発掘にあたります。   
 
 ニーズの調査・発掘          連携・協力            
            （事務局）                   
                              
                              
                              
                             
                              
                              
                              
                              
                            
                  
 
ニーズの調査・発掘          連携・協力  
  








   
（シニア・コーディネータ） 
   大学等を停年で辞めた経験豊かな 
   研究者を意味しています。 
                      









                   仲 介 
 
企  業 
企  業 
常 陽 銀 行 
都 民 銀 行 
（社）ニュービジネス協議会 
新 産 業 人 会 議 




連 合 大 学 ・ 機 構 
 
コ ー デ ィ ネ ー タ 
連 合 大 学 
コ ー デ ィ ネ ー タ 
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第4章 複合的技術移転システムの構築に関するアンケート調査 
 
第 1 節 複合的技術移転システム 
 



















うち 30 名が技術士と重複しているために、それらを除外した残り 236 名に対して調査票
を郵送し、104 名から回答を得た。（回答率：44.1%）これらの調査は、いずれも平成 13






・平成 12 年度茨城県テクノエキスパート 236 人の内訳（技術士との重複 30 人を除外） 
大学・高等専門学校等教員     54 人（22.9%） 
国立研究所研究員等        15 人 （6.4％） 
県技術者等             9 人 （3.8％） 
        民間企業技術者等         158 人（66.9％）  















表４－１ 大学の技術シーズ移転型の問題点 （単位：件数、( )内は％） （複数回答） 
 テクノエキスパート 技 術 士 計 
１大学の技術シーズ集が入手しにくい  
  49（47.2％） 
 
  57（78.1％） 
 
106（59.9％）
２大学の技術シーズ集が使いにくい   14（13.5％）   12（16.4％） 26（14.7％）




  48（46.2％） 
 






  29（27.9％） 
 






   ７（6.7％） 
 






   9（8.7％） 
 






  29（27.9％） 
 






  19（18.3％） 
 






  35（33.7％） 
 
   35（48.0％） 
 
  70（39.5％）
11 その他   14（13.5％）     14（19.2％）   28（15.8％）
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第 3 節 企業ニーズ出発型技術移転システムの問題点 
















表４－２ 企業ニーズ出発型の問題点   （単位：件数、( )内は％） （複数回答） 
 テクノエキスパート 技 術 士 計 
１企業のニーズに大学は対応できない  
  30（28.9％） 
 









   












  39（37.5％） 
 






  43（41.4％） 
 






  15（14.4％） 
 






   5（4.8％） 
 
   ６（8.2％） 
 
  11（6.2％）
７その他    7（6.7％）     10（13.7％）    17（9.6％）
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 テクノエキスパート 技 術 士  計 
１大学の技術シーズ移転型    6（5.8％）     7（9.6％）   13（7.3％）
２企業ニーズ出発型    30（28.9％）     23（31.5％）   53（29.9％）
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第5章  技 術 移 転 に つ い て の 個 別 意 見 と ま と め  
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     平成１２年１２月８日
評価者 藤本健太郎、堀口貞由
研究テーマ 光合成細胞大量培養のための立体型フォトバイオリアクターの開発
シーズ番号 ９９１４１０６７１ （ＳＥＥＤＳ ’９９ ｐ２）
想定される用途 分　野 具体的用途






事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準
（小型の装置を D C B A 該当項目





























 実用化のために二次代謝産物検索が重要な所以である。  
 






1 市場ニーズ  有用光合成細胞の選択には多数の小型培養装置を運転すること
 小型で光を供給  が必要であるが、需要は潜在的なものである。自家栄養細胞の








2 市場ニーズ  現状では光合成細胞の二次代謝産物を大型の閉鎖系培養装置で
 大型で光を供給  生産しようとする具体的なニーズは顕在化していない。過去に
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(様式１）
研究・技術シーズ事業性評価報告書
     平成１２年１２月８日
評価者 藤本健太郎
研究テーマ  非線形・非定常確率過程解析の痴呆診断への応用
シーズ番号 ９９１４１０８９２ （ＳＥＥＤＳ ’９９ ｐ６）
想定される用途 分　野 具体的用途








事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準




































シーズ番号  ９９１４１０８９２（ＳＥＥＤＳ ’９９ ｐ６）
用途案 用　途　案　概　要
1 市場ニーズ  痴呆の進展度の診断は介護保険に関わる障害認定の必要性が増
  簡易痴呆診断シ  大することなどから簡便、客観的でかつ安価なシステム開発が
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(様式１）
研究・技術シーズ事業性評価報告書
     平成１２年１２月８日
評価者 藤本健太郎、堀口貞由
研究テーマ トランスジェニックマウスの作製、遺伝子改変マウスの作製









事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準
（汎用試験用 D C B A 該当項目






































1 市場ニーズ  遺伝子異常を原因とする疾患は基より、後天的なホメオステイ
 汎用試験用マウ  シス破壊による疾患の原因と治療法開発のためには病態モデル








2 市場ニーズ  ゲノムの機能解析は当面１０～２０年にかけて生物科学領域で
 ゲノム解析用マ  の研究の中心であると想定される。ヒト臓器のモデルとしては
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(様式１）
研究・技術シーズ事業性評価報告書
     平成１２年１２月８日
評価者 藤本健太郎、大野邦夫
研究テーマ  動物細胞の高密度培養法と人工臓器の開発
シーズ番号 ９９１４１１４１１ （ＳＥＥＤＳ ’９９ ｐ１３）
想定される用途 分　野 具体的用途
研究者案  人工臓器  体外循環による人工肝臓
 骨髄細胞の増殖・分化誘導装置
評価者案  人工臓器  体外循環による人工肝臓
 バイオリアクター  動物細胞による有用物質産生装置
事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準
D C B A 該当項目
性能優位性 ○ ｂ
コスト優位性 ○ ｃ、△ハ
 〇人工肝臓 研究・開発の完成度 ○ △ ｂ、△ｂ
 △バイオリアク 製造・加工容易性 ○ △ ａ、△ｂ





































1 市場ニーズ  劇症肝炎の救命、肝臓移植への橋渡し的使用、移植後の機能回
 ブタ肝細胞を用  復のサポートなど、比較的短期間（２週間程度）使用できるバ
 いた比較短時間  イオ人工肝臓のニーズは強い。基本的には肝臓移植の普及が前










2 市場ニーズ  慢性肝炎に対する長期使用は上記１と異なりヒト細胞の使用が
 ヒト肝臓細胞を  不可欠で、ヒト肝臓細胞の増殖技術が待たれる理由である。
 用いた長期使用
 に耐える人工肝 現行技術  ヒト肝臓細胞は現在のところ体外で増殖できない。プライマリ





3 市場ニーズ  担体接着細胞による蛋白質などの有用物質の産生を工業的に実
 動物細胞培養の  施するための小型で高能率なバイオリアクターは、バイオ医薬
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(様式１）
研究・技術シーズ事業性評価報告書
     平成１２年１２月８日
評価者 今村健夫、桜井正昭
研究テーマ オゾンを用いたグリーン燃料（バイオディーゼル油）製造プロセスの研究開発
シーズ番号 ９９１４１１３７１ （ＳＥＥＤＳ ’９９ ｐ２２）
想定される用途 分　野 具体的用途
　当該プロセス 研究者案 石油代替エネルギー ディーゼルエンジン用燃料（軽油代替）
  にて製造され （ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ）
  るバイオディ
  ーゼル油につ 評価者案 石油代替エネルギー ディーゼルエンジン用燃料（軽油代替）
  いて （ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ）
事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準
(対象：太字用途) D C B A 該当項目
　○軽油との比較 性能優位性 ○● ａ
  ●エステル交換 コスト優位性 ○*2 ○*1 ● ａ
  　バイオディー 研究・開発の完成度 ○● ａ
  　ゼル油との比 製造・加工容易性 ○● ａ，ｃ





優位点  欠点もあり、これがオゾン 　問題点：①アルデヒド、ベンゼンの排出量増加

















(注) *1 : 廃食用油を原料にする場合
　　 *2 : バージン植物油を原料にする場合  
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(様式１）
研究・技術シーズ事業性評価報告書
     平成１２年１２月８日
評価者 今村健夫、桜井正昭
研究テーマ 電気分解を用いた高速浮上および沈降分離の排水処理への応用








事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準














   ついて、定量的に把握しておくことが重要。
2. アンモニア等の窒素化合物やダイオキシン等の有害物質の分解除去につ
   いてはニーズが多い。この性能確認のため旭グループ内で共同研究の希
   望をもっている。 ステージアップのクリテリアを明確にして契約を締
   結することが望ましい。
3. 排水処理は排水の組成や規模が異なるため、ひとつずつ試験、調査が必








シーズ番号 ９９１４１１３７２ （ＳＥＥＤＳ ’９９ ｐ８４－３）
用途案 用　途　案　概　要
1.高濃度排水処理 市場ニーズ 1.食品製造業、加工業等で小規模の高濃度及び各種排水処理
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(様式１）
研究・技術シーズ事業性評価報告書
     平成１２年１２月８日
評価者 中村正文、中島星紀
研究テーマ 有限要素法を用いたリンク機構の並列制御法の開発








事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準






























シーズ番号 ９９１４１０５２２ （ＳＥＥＤＳ ’９９ ｐ３１）
用途案 用　途　案　概　要
1．マニピュレータ制 市場ニーズ ロボットのマニピュレータ制御
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(様式１）
研究・技術シーズ事業性評価報告書
     平成１２年１２月８日
評価者 中村正文、中島星紀
研究テーマ 破断を考慮した地震崩壊解析システムの開発







事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準
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(様式１）
研究・技術シーズ事業性評価報告書
     平成１２年１２月８日
評価者 中村正文、中島星紀
研究テーマ 超高効率半導体太陽電池材料の開発









事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準
(対象：太字用途) D C B A 該当項目
性能優位性 ○ ◇ ○:b/◇：b
コスト優位性 ◇ ○ ○:a/◇：b
研究・開発の完成度 ○ a,b まずは実証
トップデータを。



































   上のGaAs系電池が衛星用として量産化されバルク電池に取って代
   わっている。今後は更に低価格のSi基板での実用化への期待大。
現行技術 1.材料(効率は'00/2現在）：
            GaAs系…理論効率 40%/現状 35.8%  on Geへ。更にon Siへ。
           単結晶Si…理論効率 25-30%/現状 24%
            InGaP/GaAs…現状 33.3%
            InP…理論効率 28%/現状 22%
2.構造：多（2-3)接合（タンデム）構造。集光型セル。
          量子井戸(QW)構造、更にMulti-QWへ。二段底井戸構造も｡
3.効率改善策(本件技術）：－水素原子による欠陥不活性化とsurfactant
                                     効果。










  単結晶Si…理論効率 25-30%/現状 24%  まだ高価。
  多結晶Si…理論効率 20-22%/現状 18.6%  まだ高価。
   a-Si     …理論効率 15%/現状 13%(3接合）  安価。
   CdTe    …理論効率 25%/現状 16%  安価。
   Si薄膜/ガラス…理論効率 20%/現状 11%   安価。
   Si薄膜/単結晶Si…理論効率 20%/現状 16%   ？
   CIS系    …理論効率 25%/現状 18.8%   安価。
2. モジュールコスト： 今年、140円/W('04に37万円/kW、30円/kWh
    実用化に繋げる）を達成。 
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(様式１）
研究・技術シーズ事業性評価報告書
     平成１２年１２月８日
評価者 中村正文、中島星紀
研究テーマ 圧電アクチュエータに関する研究









事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準
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(様式１）
研究・技術シーズ事業性評価報告書
     平成１２年１２月８日
評価者 中村正文、中島星紀
研究テーマ レーザー励起EUV光源









事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準






製品安全性 ○ c.  Mo/Be多層膜




























シーズ番号 ９９１４１０８８１ （ＳＥＥＤＳ ’９９ ｐ４１）
用途案 用　途　案　概　要
1.半導体露光用 市場ニーズ 1.半導体微細化のための最重要課題。
  ITRS'99では 100nm('05),70nm('08),50nm('11),35nm('14)としており、
  リソ光源については、米NGL Workshopが、70nm:F2,EB,EUV  







現行技術 長期将来技術候補間(EB vs EUV)の問題。現行技術との比較は意味
無い。
要求特性 1.スループット: 300mmウェハ 80枚/時、レジスト感度 5mJ/cm^2
2.ASET目標：光源出力としてネット計算値17W、いろんなマージンを




 (X-ray Absorp-   の演算処理速度の高速化に伴い、X線を利用した原子/分子レベル
  tion Fine Stru-   の材料構造解析技術が急進展。中でもXAFS(X線吸収微細構造)
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(様式１）
研究・技術シーズ事業性評価報告書
     平成１２年１２月８日
評価者 中村正文、中島星紀
研究テーマ FPGA（再構成可能な集積回路）を用いた超高速パターン認識集積回路の開発









 装置等 and/or (計算量が膨大･超高速演算を要する）にある
 ATR(Automatic アプリケーション。





事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準




























シーズ番号 ９９１４１１４７１ （ＳＥＥＤＳ ’９９ ｐ４７）
用途案 用　途　案　概　要
1.センサ制御 市場ニーズ 1.<センサ→入力情報演算/フィードバック制御→外部操作>
  装置 and/or    の系の中で演算/制御が高速である必要のあるシステム。


























  脳機能計測、染色体蛍光画像解析診断、超高速体内 ３次元動態
  可視化診断等。
現行技術 1.全自動子宮頚がん（細胞診）スクリーニングシステム(AutoPap<TM>､
   ニコン取扱）。AI（人工知能）を用いた超高速画像解析装置。




要求特性 1.確実性、信頼性。  
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(様式１）
研究・技術シーズ事業性評価報告書
     平成１２年１２月８日
評価者 中村正文、中島星紀
研究テーマ フルーエンシネット通信方式

















事業性評価 評価項目 評価ランク 評価基準





研究・開発の完成度 ◇ ○ ○:a,b/◇:a(精細
カラー･写真・映像)





















シーズ番号 ９９１４１１０８３ （ＳＥＥＤＳ ’９９ ｐ９５－１）
用途案 用　途　案　概　要
 1.DTP、DP、 市場ニーズ 1.複合素材の統合データベース化、自由な組み合わせ利用可。
  ファイリング 2.柔軟なスケーラビリティ（データ量、解像度、オブジェクトサイズ）がある。
  システム 3.オープンなシステム対応（既存アプリとの連携、制限の無いデータ
 (画像<ドキュ    授受、規格･標準への対応)ができる。
  メント素材> 4.相互にリソースを活用できるアウトソーシングが容易であること。
  の高圧縮・ 5.原稿から出版までの全過程で関係者間の地理的制約が無いこと。











  コンテンツの   表現はますます高度化し、高品位な画面･画質が要求される。
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問 調　査　事　項 回答数 回答率
 1. 大学の技術シーズ集が入手しにくい 49 47.12%
 2. 大学の技術シーズ集が使いにくい ※ 1 14 13.46%
 3. 大学の技術シーズには期待できない ※ 2 14 13.46%
    が少ない
29 27.88%
 6. 交流会やセミナーそのものが企業に
    は役に立たない
 7. ＴＬＯや大学の科学技術相談の窓口
    が活用しにくい












 7. その他 ※ 9 7 6.73%
 1. 大学の技術シーズ移転型 ※10 6 5.77%
 2. 企業ニーズ出発型 ※11 30 28.85%
 3. どちらも評価できる ※12 37 35.58%
Ⅳ ※13 51 49.04%
２３６名中 104 44.07%












































































































































































































































































































































































































































































































































35 企業は大学側の機器とか設備を充分承知し、又大学側は企業の設備と技術レベルを十分承知した上で移行してゆけばよいと考える。  




















































































































































































































50 大学の各部門が1月か2月に1度、企業が理解できるレベルで説明会を行うこと。大学全体でなく、各セクション別とする。そして1年間で大体大学が紹介できるようにする。  
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問 調　査　事　項 回答数 回答率
 1. 大学の技術シーズ集が入手しにくい 57 78.08%
 2. 大学の技術シーズ集が使いにくい ※ 1 11 15.07%
 3. 大学の技術シーズには期待できない ※ 2 8 10.96%
    が少ない
41 56.16%
 6. 交流会やセミナーそのものが企業に
    は役に立たない
 7. ＴＬＯや大学の科学技術相談の窓口
    が活用しにくい












 7. その他 ※ 9 10 13.70%
 1. 大学の技術シーズ移転型 ※10 7 9.59%
 2. 企業ニーズ出発型 ※11 21 28.77%
 3. どちらも評価できる ※12 39 53.42%
Ⅳ ※13 47 64.38%
１４０名中 73 52.14%











































































































































中小企業に高度な技術シーズを移管するのは大変困難。中小企業は ① 短時間で新製品としたい ②





13 ① 大学のシーズ集がどこにあってこのような形で見られるのか。② 検索の方法は？ ③ シーズ集の存在のPRが必要ではないでしょうか？
14 大学の技術シーズと企業の個別ニーズが独立に散在しており、これらを有機的に結びつける仕組みが必要。たとえば、第三者による企業ニーズを意識した大学の研究成果の翻訳と技術の出前  
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No. 技術シーズ移転型と企業ニーズ出発型のどちらが効果的か：どちらも評価できる
17









































② 金がない ③ 時間的ゆとりがない ④ 営業力がない　のないない尽くしで大学等からの技術移転を
しようということは考えもつかない。企業が相談に行くのは工業技術センターであって大学ではな
い。これは何故か研究していただきたい。























































































































































































31 スピードが要求される時代です。技術移転に関しても「早く」「必要なもの」を提供してくれることを望みます  











































小企業の場合。① 企業側のレベルが低い ② 企業側の秘密主義→他社(特別に同業の規模の大きい)へ






























（具体的に：                               ）
3. 大学の技術シーズには期待できない 




 （それはなぜだと思いますか：                      ）
7. TLO や大学の科学技術相談の窓口が活用しにくい 
（具体的に：                               ）
8. TLO や科学技術相談の窓口を活用する意欲のある企業が少ない 
9. 大学側に技術シーズ移転の意欲があまり感じられない 
10. 企業側に大学の技術シーズ利用の意欲があまり感じられない 
それはなぜだと思いますか：                       ）











4. 大学と連携して共同研究をしていこうという意欲のある企業が少ない  
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5. 企業ニーズを相談できる大学の窓口整備や広報活動が不十分 
（付加して欲しい大学の機能：                       ） 
6. 大学研究者の自主性や創造性が損なわれる 









































































 （連絡先 小川 春男） 
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